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１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要（１）地域情報プラットフォーム標準仕様について

 ⾃治体の庁内における業務システムのマルチベンダ化を進めるために、庁内の様々な業務システム間の情報連携
を可能とする標準仕様。⾃治体業務のうち、住⺠基本台帳、個⼈住⺠税等26業務の情報システムについて標準
化（防災、教育等の基幹系以外の業務を含めると32業務）。
 総務省事業として策定し、（⼀財）全国地域情報化推進協会（APPLIC）において「地域情報プラット

フォーム標準仕様書」として公開し、運⽤中。

 業務ごとに最適な製品を選定可能とし、コスト削減、業務の利便性向上が可能。
 業務ごとにベンダーが異なる状況（マルチベンダー）が実現可能（地域情報プラットフォーム標準仕様においては、必要と

なる情報の取り出し⽅（インタフェース）が標準化されるため、どのベンダー同⼠でも情報のやり取りが可能）。

＜地域情報プラットフォーム標準仕様の構造及びメリット＞ ＜例︓児童⼿当の場合＞

児童手当
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タ
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 「児童手当」の業務では「所得」の情報が必要。

 必要となる情報の取り出し方（インターフェース）
が標準化されることにより、異なるベンダー同士の
システムでも情報のやり取りが可能。

地域情報プラットフォーム標準仕様とは

地域情報プラットフォーム標準仕様のメリット



3地域情報プラットフォーム標準仕様は、何を約束事として決める・・・（？）

例えると･･･ 携帯電話をスマートフォンに買い替えたとします。
まず、何をしますか？

電話帳の移行

ポイント！
そのためにする事

①電話帳の移行 データについての「約束事」
・氏名、電話番号、メールアドレス、住所等移行するデータ項目を決める

② 赤外線通信で送信 連携に必要な技術的な「約束事」
・データ連携するために通信方法とデータ形式を決める

赤外線通信で送信



4自治体の業務データ連携と地域情報プラットフォームの標準仕様

・住基情報(1 ⇒ 5～22(除く7))
・住登外情報(30 ⇒ 5～22(除く2,4,7,11,21)) ・法人情報(30 ⇒ 5,6,7,8,9)

・各業務の資格関連情報（10,13,14,15,22 ⇒ 1） ・国民年金情報(11 ⇒ 1)
・各業務にて発生した住登外情報 (5～20(除く11) ⇒ 30) ・法人情報(5～9 ⇒ 30)
・滞納者有無情報(9 ⇒ 1) ・印鑑登録情報(2 ⇒ 1) ・戸籍届出情報(21 ⇒ 1)

(30)

住登外管理

(1)

住民基本台帳

(7)

法人住民税

(5)

固定資産税

(8)

軽自動車税

(6)

個人住民税

(10)

国民健康保険

(9)

収滞納管理

・各賦課情報(5,6,7,8,10 ⇒
9)
・各送付先情報

(5,6,7,8,10 ⇒ 9)

・収滞納情報

(9 ⇒5,6,8,10)
・口座情報

(9 ⇒5,6,8,10)

(14)

介護保険

(13)

後期高齢者医療

(12)

障害者福祉

(22)

子ども手当

(15)

児童手当

(17)

乳幼児医療

(18)

ひとり親医療

(16)

生活保護

(50)

財務会計

(2)

印鑑登録

(21)

戸籍

(4)

選挙人名簿管理

(52)

人事給与

(51)

庶務事務

(53)

文書管理

(11)

国民年金

・生活保護情報

(16 ⇒ 6)

・個人住民税情報(6⇒16)

・固定資産税情報(5⇒16)

・軽自動車車両情報(8⇒16)

・国民健康保険情報(10⇒16)

・生活保護情報

(16 
⇒12,14,17,18,20)

・介護保険資格情報、介護保険料賦課情報(14 ⇒16)
・障害者福祉情報(12 ⇒16)
・国民年金情報(11 ⇒16)
・各手当情報(15,22 ⇒16)
・各医療情報(17,18 ⇒16)
・戸籍情報(21 ⇒ 16)

・個人住民税情報

・特別徴収

依頼情報

・固定資産税情報

・個人住民税情報
(6⇒11,12,13,14,15,17,18,
20)
・国民健康保険情報

(6⇒11,14,15,17,18,19)
・特別徴収依頼情報

(10 ⇒14)
・地番情報(5 ⇒ 21)

・後期高齢者

被保険者情報(13 ⇒10)
・介護保険資格情報
(14⇒10)
・障害者福祉情報(12 ⇒10)
・特別徴収依頼情報

(13 ⇒6)(14 ⇒ 6)
(19)

健康管理

(20)

就学

・住基情報

・支払情報(10,12,14,15,16,20,22 ⇒ 50)
・調定情報（5,6,7,8,10,13,14 ⇒ 50) ・収納／還付／不納欠損情報(9,13,14 ⇒ 50)

・収納金情報(50 ⇒ 9)
・給与所得者異動届出書

(52 ⇒ 6)

・支払情報、予算管理情報他

・職員情報

・各種情報

(a) 後期高齢者被保険者情報、特別徴収依頼情報

(b) 介護保険資格・高額給付情報、特別徴収依頼情報

(c) 介護保険資格・高額給付情報

(d) 障害者福祉情報 (e),(f) 国民年金情報 (g),(h) 児童手当情報

(i) ひとり親医療情報 (j) 乳幼児医療情報

(a) (b)

(c)

(d)

(e)

(f)

(g)

(h)

(i) (j)

（ ）内の数字： 業務ﾕﾆｯﾄの番号

地域情報プラットフォームは、①業務システム間の連携データ項目・連携インタフェースと②それを支える技術的な要素（通信規約等）を標準化



5地域情報プラットフォーム標準仕様の標準化対象の自治体業務

・ワンストップサービス連携の実現や業務ユニットの差し替えが容易

・住民の利便性向上や職員の業務効率化など、改善効果が大きいもの

・標準化の範囲は、業務ユニット間の連携データ項目と連携インタフェース

・自治体ＥＡ事業の分析手法や成果物等を利活用

「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様Ｖ3.5」における対象業務ユニット一覧
業務ユニット「3 外国人登録」は同標準仕様V2.4 にて廃止。
業務ユニット「22 子ども手当」は同標準仕様V2.5 にて廃止。

実際の調達単位は、
一つ一つのユニット単位でなくとも
カテゴリー毎にまとめるなど、
自治体毎に自由に決めて頂いて
構いません。
（例）
・住基系（１～２のユニット）
・保健福祉系（１５～１８のユニット）

ポイント！
業務ユニット

番号
対象業務

業務ユニット
番号

対象業務

１ 住民基本台帳 １６ 生活保護

２ 印鑑登録 １７ 乳幼児医療

３ １８ ひとり親医療

４ 選挙人名簿管理 １９ 健康管理

５ 固定資産税 ２０ 就学

６ 個人住民税 ２１ 戸籍

７ 法人住民税 ２２ 子ども手当

８ 軽自動車税

３０ 住登外管理９ 収滞納管理

１０ 国民健康保険

１１ 国民年金 ５０ 財務会計

１２ 障害者福祉 ５１ 庶務事務

１３ 後期高齢者医療 ５２ 人事給与

１４ 介護保険 ５３ 文書管理

１５ 児童手当

２３ 児童扶養手当

外国人登録
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地域情報プラットフォームの
アーキテクチャ（技術）全体を
規定するもの

・基本要件
・サービス基盤
・統合ＤＢ機能 他

地域情報プラットフォームの
通信手順・方式について規定
するもの

・通信プロトコル
・通信セキュリティ
・メッセージ定義仕様 他

地域情報プラットフォーム
準拠の業務アプリケーション
の連携インタフェース仕様を
規定するもの

・機能一覧
・ＤＦＤ
・インタフェース仕様
・データ一覧
・項目セット辞書 他

地域情報プラットフォーム準
拠のサービス基盤や業務ユ
ニットの開発・調達のガイドラ
イン

・基盤／業務ユニットの調達
・技術解説
・ワンストップサービスの導入

地域情報プラットフォーム準
拠の考え方（検証基準等）や
相互接続性の考え方（前提
条件や範囲）について規定
するもの

・準拠性の考え方と確認方法
・相互接続性の考え方と

テストモデル 他
地域情報プラットフォーム標準仕様の体系

地域情報プラットフォーム標準
仕様のＧＩＳユニットの考え方、
および同ユニットが提供する
ＧＩＳ共通サービスインタフェース
を規定するもの

１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要 （２）地域情報プラットフォーム標準仕様の全体体系
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自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
＜3.選挙人名簿管理 ＞

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
＜2.印鑑登録＞

自治体業務アプリケーションユニット標準仕様
＜1.住民基本台帳＞

（１）機能一覧
（２）機能構成図（DMM）
（３）機能情報関連図（DFD）
（４）インタフェース仕様
（５）データ一覧
（６）インタフェース一覧
（７）XMLスキーマ
（８）WSDL定義
（９）項目セット辞書
（10）コード辞書

･･･

（１）機能一覧
各業務ユニットに含まれる機能を定義し、その機能の内容を説明したもの

（２）機能構成図（DMM）
機能一覧で定義された業務ユニット内の構成を階層的に表したもの

（３）機能情報関連図（DFD）
業務ユニット間のデータ相関関係およびデータの連携を表すもの

（４）インタフェース仕様
業務ユニット間で連携するデータ項目と入出力を表したもの

（５）データ一覧
各業務ユニットが所管するデータの中で、他業務ユニットとＳＯＡＰのサービス
呼出しによるデータ連携で提供する情報を、集約し明確化したもの

（６）インタフェース一覧
各業務ユニットが提供側の業務ユニットとして、ＳＯＡＰのサービス呼出しによ
り、情報を提供するためのインタフェースを定義したもの

（７）ＸＭＬスキーマ
データ一覧を基に業務ユニットごとにＸＭＬ形式に変換したもの

（８）ＷＳＤＬ定義
インタフェース一覧を基にＷＳＤＬに変換したもの

（９）項目セット辞書
インタフェース仕様等で共通的に利用されるデータ項目の集合体を標準化
し、定義したもの

（10）コード辞書
コード化されるデータ項目に対するコード値およびコード値に対応する内容
を定義したもの

「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様」は、地域情報プラットフォームの内、住民基本台帳、
個人住民税等の26の基幹系業務について、業務システム間の連携を標準化したもの。

１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要 （３）「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様」のドキュメント体系①



8１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要 （３）「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様」のドキュメント体系②

（１）機能一覧

（２）機能構成図（DMM）

（３）機能情報関連図（DFD）

（１）を階層的に表したもの

（１）についてユニット間のデータ連係・相関関係を表したもの
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１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要 （３）「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様」のドキュメント体系③

（４）インタフェース仕様
業務ユニット間で連携するデータ項目と入出力を表したもの。
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１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要 （３）「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様」のドキュメント体系④

（５）データ一覧 （６）インタフェース一覧
各業務ユニットが所管するデータの中で、他業務ユニットとの
データ連携で提供する情報を、集約し明確化したもの。

各業務ユニットが提供側の業務ユニットとして、情報を提供する
ためのインタフェースを定義したもの。入力・出力を定義したイン
タフェース一覧と、その中のメッセージ名から関連づけられたメッ
セージ定義から構成。

（７）ＸＭＬスキーマ （８）ＷＳＤＬ定義

（５）をXML形式に変換したもの （６）をWSDL形式に変換したもの

住民基本台帳の例 住民基本台帳の例



11
１. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の概要 （３）「自治体業務アプリケーションユニット標準仕様」のドキュメント体系⑤

（９）項目セット辞書

（４）～（６）のドキュメントが参照

するもの（10）コード辞書
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 地域情報プラットフォーム標準仕様を採⽤した製品は増加傾向。
 ⾃治体への普及状況については、住⺠基本台帳や税関系の分野は普及が進んでいる⼀⽅、福祉分野など⼗分

に普及していない分野もあることから、今後⼀層の普及が必要。

２. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の普及状況 （１）地域情報プラットフォーム標準仕様の普及状況

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600
1800
2000

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

11 24 36 45 63 73 78 81 87 94
96 97

50 115
269

429
629

769
887 1036

1220
1417

1683

1954

：登録企業数

：準拠製品総数

＜地域情報プラットフォーム準拠製品数及び登録企業数＞ ＜地域情報プラットフォーム準拠製品の導⼊⾃治体数＞

●（⼀財）APPLICにおいては、標準仕様を採⽤した製品を
準拠製品として登録する制度を運営。

● 準拠登録製品は増加傾向にあり、2019年度末
（2020.4.1現在）で1,954製品。

 90％を超える⾃治体において準拠製品が導⼊されている。
 特に、住⺠基本台帳、税関係等の分野において導⼊率が

⾼い。

市区町村数
（1741）

0 500 1000 1500

障害者

福祉

財務会

計

国保

個人住

民税

住基

全体

986

1171

1404

1483

1488

1604 (92.1％)

(85.5%)

(85.2%)

(80.6%)

(67.3%)

(56.6%)

市区町村数
（1741）

※ 地方自治情報管理概要［ R2.3.30公表(H31.4.1現在) ］に基づいて作成※2009～2020年：各年4月1日時点
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 地⽅公共団体（1741市区町村）における準拠製品の導⼊状況は、全体で92.1％※。(89.7%(H30.4.1現在))

 地⽅公共団体においては、普及が遅れている分野があること、地域情報プラットフォームの意義（円滑な情報
連携が可能）が認識されていない可能性があること等から、今後⼀層の普及に向けた周知等が必要と認識。

※地⽅⾃治情報管理概要（R2.3.30公表(H31.4.1現在)）より。「各システムにおける地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠した製品の導⼊状況」について、各システムにおいて、平成30年度まで
に導⼊済み、令和元年度までに導⼊予定、令和２年度までに導⼊予定と回答した⾃治体（市区町村）をカウント。⼩数点以下四捨五⼊。
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務

団
体
内
統
合
宛
名

G
I
S

サ
␗
ビ
ス
基
盤

教
育

被
災
者
台
帳

防
災

 団体内統合宛名︓ 「住⺠基本台帳」及び「住登外」と、中間サーバー間の情報連携や、他の業務
システムとの情報連携を⾏うための製品

 GIS※︓⾃治体業務において、地図情報を活⽤可能と設定している製品
※Geographic Information System（地理情報システム）は、地理的位置を⼿がかりに、位置に関する

情報を持ったデータ（空間データ）を総合的に管理・加⼯し、視覚的に表⽰し、⾼度な分析や迅速な判断を
可能にする技術

 サービス基盤︓通信やBPM（Business Process Management）を担うミドルウェア製品
 教育︓学校業務の中の指導要録、健康診断表についてデータ連携の標準化を図った製品
 防災︓防災業務情報の中で共有すべきデータ連携の標準化を図った製品
 被災者台帳︓地域情報プラットフォームのユニットの中で、避難⾏動要⽀援者名簿管理ユニット及び

被災者台帳管理ユニットに情報を提供できる製品
対象ユニットは、住⺠基本台帳」「住登外管理」「障碍者福祉」「介護保険」「ＧＩＳ」等

２. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の普及状況 （２）地域情報プラットフォーム標準仕様の普及状況（３２システム）
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地
プ
ラ
を
活
⽤
し
て
シ
ス
テ

ム
全
体
の
最
適
化
を
図
る
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め
︑
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確
に
仕
様
書
に
記
載

単
⼀
の
シ
ス
テ
ム
の
調
達
に

お
い
て
︑
地
プ
ラ
関
連
資
料

を
活
⽤
し
て
仕
様
書
に
記
載

調
達
仕
様
に
は
記
載
し
な

か
っ
た
が
︑
落
札
し
た
ベ
ン

ダ
␗
の
シ
ス
テ
ム
が
準
拠
製

品
で
あ
っ
た

既
存
ベ
ン
ダ
␗
の
シ
ス
テ
ム

を
バ
␗
ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
し
た

際
に
準
拠
製
品
と
な
っ
た

⾃
治
体
ク
ラ
ウ
ド
移
⾏
に
際

し
て
︑
共
同
利
⽤
環
境
が
準

拠
製
品
で
あ
っ
た

そ
の
他

（433団体）

（154団体）

（762団体）

（531団体）

（45団体）（106団体）

 32システム中、１システムでも地域情報プラットフォーム準拠製品を導⼊し
ている（導⼊予定も含む）⾃治体は1604／1741市区町村。

 調査では複数回答可としたため、％は参考値。

 地⽅公共団体（市区町村）における準拠製品の導⼊の経緯（※）については、調達時の仕様書に記載した
という団体はまだ少ない状況。

※地⽅⾃治情報管理概要（R2.3.30公表(H31.4.1現在)）

２. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の普及状況 （３）地域情報プラットフォーム標準仕様の導入経緯
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16

23登
録
ユ
ニ
ッ
ト
製
品
数

避難行動要支援者名簿管理ユニット及び被災者台帳管理ユニットに対して情報提供できる製品

団体内統合宛名

防災

教育

GIS

サービス基盤

自治体業務

50
115

269
429

629
769

1036
1217

地域情報プラットフォーム準拠登録製品数

◆準拠登録状況(令和2年2月29日現在)

項番 業務ユニット 製品数
1 住民基本台帳 109

2 印鑑登録 101

3 選挙人名簿管理 28

4 固定資産税 91

5 個人住民税 93

6 法人住民税 91

7 軽自動車税 95

8 収滞納管理 98

9 国民健康保険 75

10 国民年金 92

11 障害者福祉 33

12 後期高齢者医療 43

13 介護保険 43

14 児童手当 42

15 生活保護 22

16 乳幼児医療 58

17 ひとり親医療 58

18 健康管理 30

19 就学 37

20 戸籍 15

21 児童扶養手当 27

22 住登外管理 83

23 財務会計 63

24 庶務事務 17

25 人事給与 18

26 文書管理 20
その他（外国人登録、子ども手当） 22

1,504

※2009～2019年：各年4月1日時点 最新：2020年2月29日時点

※ 「業務ユニット」および「業務アプリケーションユニット」とは、現在、自治体業務の区分けとして全国的に普及している業務単位のアプリケーションであり、自治体での調達の最小単位を可能とするものを示している。

準拠ユニット製品総数 1,954

内
訳

■⾃治体業務アプリケーションユニット 1,504
■サービス基盤 157
■GISユニット 98
■教育情報アプリケーションユニット 140
■防災業務アプリケーションユニット 8
■団体内統合宛名 24

■避難行動要支援者名簿管理ユニット及び被災者
台帳管理ユニットに対して情報提供できる製品

23

◆登録企業数 97社

２. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の普及状況（４）地域情報プラットフォーム標準仕様準拠登録製品 登録状況（H31年４月１日時点）

887

1954

「自治体業務ア
プリケーションユ

ニット」の内訳

1417
1683
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◆準拠登録数

２. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の普及状況 （５）地域情報プラットフォーム準拠登録製品 登録企業（H31年4月１日時点）

登録企業数 ９7社（累計 ９7社）
準拠ユニット製品総数 累計１，９５４ユニット製品

＜内訳＞ ⾃治体業務アプリケーションユニット １，５０４ユニット製品
サービス基盤 １５７ユニット製品
ＧＩＳユニット ９８ユニット製品
教育情報アプリケーションユニット １４０ユニット製品
防災業務アプリケーションユニット ８ユニット製品
団体内統合宛名機能を実装した製品ユニット ２４ユニット製品
避難⾏動要⽀援者名簿管理ユニット及び被災者台帳管理ユニットに対して情報提供できる製品 ２３ユニット製品

◆準拠登録企業名 ※50音順 最新の情報は、https://www.applic.or.jp/jigyo/jigyo‐2/ata/entryを参照ください。

株式会社アイティフォー
株式会社RKKコンピューターサービス
株式会社アイシーエス
株式会社IJC
株式会社アイネス
株式会社秋田情報センター
朝日航洋株式会社
アジア航測株式会社
アトラス情報サービス株式会社
アルプ株式会社
株式会社茨城計算センター
株式会社インテック
インフォテリア株式会社
株式会社インフォマティクス
ウィンバード株式会社
株式会社内田洋行
株式会社エイチ・アイ・ディ
株式会社 ＨＤＣ
株式会社SBS情報システム
ESRIジャパン株式会社
株式会社EDUCOM
株式会社エフワン
NTTコミュニケーションズ株式会社
株式会社NTTデータ
株式会社NTTデータアイ
株式会社NTTデータ四国
株式会社NTTデータ東海
株式会社 愛媛電算
株式会社オーイーシー
北日本コンピューターサービス株式会社
行政システム株式会社
株式会社熊本計算センター

日本アイ・ビー・エム株式会社
日本オラクル株式会社
日本コンピューター株式会社
日本スーパーマップ株式会社
日本電気株式会社
日本電子計算株式会社
日本マイクロソフト株式会社
日本ユニシス株式会社
株式会社野村総合研究所
株式会社パスコ
株式会社BSNアイネット
株式会社BCC
ピースミール・テクノロジー株式会社
東日本電信電話株式会社
株式会社日立公共システム
株式会社日立システムズ
株式会社日立製作所
株式会社日立ソリューションズ
株式会社フォー・ズィー・コーポレーション
株式会社フォラックス教育
富士ゼロックスシステムサービス株式会社
富士通株式会社
富士電機株式会社
株式会社フリーソフトネット
株式会社文溪堂
株式会社松阪電子計算センター
株式会社ムサシ
株式会社山梨ニューメディアセンター
リコージャパン株式会社
株式会社両備システムズ
株式会社両毛システムズ
株式会社ワイイーシーソリューションズ

株式会社ケーケーシー情報システム
国際航業株式会社
株式会社サイバーリンクス
株式会社サンネット
株式会社シーイーシー
Gcomホールディングス株式会社
株式会社ジーシーシー
株式会社JSOL
四国情報管理センター株式会社
株式会社システム・エージ
株式会社システムディ
株式会社システムリサーチ
株式会社シナジー
ジャパンシステム株式会社
株式会社情報システムヘルパー
株式会社シンク
Sｋｙ株式会社
スズキ教育ソフト株式会社
株式会社セールスフォース・ドットコム
セントラル・スペーシャル・テクノロジー株式会社
ティーエスケイ情報システム株式会社
地方公共団体情報システム機構
株式会社TKC
テクノコーポレーション株式会社
株式会社電算
株式会社ディー・エス・ケイ
東京書籍株式会社
東芝ソリューション株式会社
凸版印刷株式会社
株式会社ドーン
株式会社ナカノアイシステム
西宮市
株式会社日情システムソリューションズ
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 標準仕様の定期的な更新
• 法改正や番号制度など新たな制度等に対応することとして、毎年度、標準仕様の⾒直しを実施。

 地域情報プラットフォーム標準仕様の普及促進
• 準拠製品同⼠のデータ連携を確認する相互接続テストを実施。

※ 申請による登録（⻘マーク）のほか、同イベントにおける相互接続
成功製品にはオレンジマークを付与してカタログ化。

• 専⾨家の派遣、各種セミナー等における説明会等、⾃治体向けの⽀援を実施。

地域情報プラットフォームの⼀層の普及・促進に取り組むことが必要

 データを活⽤した、安全・安⼼・快適に暮らすことができる社会の実現等を⽬的に、「官⺠データ活⽤推進基本法」が成⽴
（H28.12.14公布・施⾏）。

 地域情報プラットフォームにおける⾃治体保有データの標準化により、⾃治体の各業務システムにどのようなデータがあるか等が容
易に把握可能となっている。これにより、⾃治体内部、⾃治体間、官⺠でのデータ連携に当たって、効率的な検討・実施が可能。

「官民データ活用推進基本法」 において地域情報プラットフォーム標準仕様が果たす役割

地域情報プラットフォーム標準仕様に関する取組

【官民データ活用推進基本法】 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等（第15条第1項）
国及び地方公共団体は、官民データ活用に資するため、相互に連携して、自らの情報システムに係る規格の整備

及び互換性の確保、業務の見直しその他の必要な措置を講ずるものとする。

＜準拠登録済製品＞ ＜相互接続確認製品＞

２. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の普及状況 （６）地域情報プラットフォーム標準仕様の普及促進に向けた取組



18３. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の活用事例 （１）福岡県粕屋町及び北九州市
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（粕屋町資料より）

福岡県粕屋町の例

総合窓口による高度なサービス提供まで実現している例

３. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」の活用事例 （２）福岡県粕屋町
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中間サーバ連携機能実現方法の検討

検討中

統合DB機能に対して中間サーバ

連携のための機能強化を行い対応する方法

統合DBを活用する方式 専用の統合宛名機能を導入する方式

あらたに「統合宛名機能」を定義し

それを導入する方式

宛名情報

個人A
個人B

宛名DB

個人情報①

¥¥¥¥A
¥¥¥¥B

所得DB

税システム 他システム
連携I/F（地域情報PF)

識別番号 宛名情報

001 個人A

識別番号 個人情報①

001 ¥¥¥¥A

中間サーバー

識別番号 個人情報②

001 $$$$A
002 $$$$B

○○DB

宛名情報

個人A
個人B

識別番号

001
002

識別番号

001
002

個人情報①

¥¥¥¥A
¥¥¥¥B

識別番号＝団体内統合宛名番号
であるため、識別番号を団体内
統合宛名番号にそのままセットし
て中間サーバーに連携可能

同一個人に対して複数の識
別番号が振られていない 【補足】

団体内の情報連携はこれまで
どおり識別番号により行うため、
連携I/F（地域情報PF)を変更す
る必要がない。

識別番号と団体内統合宛名番号が

同じ値となるパターン

宛名情報

個人A
個人A

宛名DB

個人情報①

¥¥¥¥A1
¥¥¥¥A2

所得DB

税システム 他システム
連携I/F（地域情報PF)

識別番号 宛名情報

001 個人A

識別番号 個人情報①

001 ¥¥¥¥A1

中間サーバー

識別番号 個人情報②

001 $$$$A1
002 $$$$A2

○○DB

宛名情報

個人A
個人A

識別番号

001
002

識別番号

001
002

個人情報①

¥¥¥¥A1
¥¥¥¥A2

団体内統合利用番号連携サーバー
（当面の対応策）

識別番号

001
002

宛名DB

団体内

901
901

団体内

901

【補足】

当面の対応策となっている団体
内統合利用番号連携サーバー

を利用するシステムのみが個別
対応すれば全体に影響しない。

団体内

901

識別番号＝団体内統合宛名番号でない
ため、識別番号キーにして団体内統合
利用番号連携サーバーから団体内統合
宛名番号を取得して中間サーバーに連
携する

識別番号と団体内統合宛名番号が

異なる値となるパターン

団体内統合宛名番号の対応方法検討

検討中

４．「地域情報プラットフォーム標準仕様」の拡張 （1）番号制度団体内統合宛名システム導入方針
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 H25.6の災害対策基本法等の⼀部改正を受け、災害対策基本法において、各地⽅公共団体においては、①避難⾏動要⽀援者名簿の作成の義務
化、及び②被災者台帳の整備（義務ではない。）を⾏うこととされた。

災害対策基本法等の改正(H25.6)

 これらの管理を⾏うシステムがより効果的に活⽤できるように、以下の標準仕様をH28.11に策定・公開。H29.7に準拠登録。
① 「避難⾏動要⽀援者名簿管理」→「避難⾏動要⽀援者管理システム」（⻄宮情報センター）
② 「被災者台帳管理」→「被災者⽀援システム」（J-LIS(登録元)、⻄宮情報センター(サポート委託先))

地域情報プラットフォーム標準仕様（防災業務アプリケーションユニット）(H28.11)

【災害対策基本法】
第四十九条の十 市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難すること

が困難な者であつて、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの（以下「避難行動要支援者」という。）の把握に努めるとと
もに、地域防災計画の定めるところにより、避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を
災害から保護するために必要な措置（以下「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下この条及び次条第一項において「避難
行動要支援者名簿」という。）を作成しておかなければならない。

第九十条の三 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するた

め必要があると認めるときは、被災者の援護を実施するための基礎とする台帳（以下この条及び次条第一項において「被災者台帳」という。）を
作成することができる。

参考

 「熊本地震を踏まえた応急対策・⽣活⽀援策の
在り⽅について(報 告 書 )」 H28.11（中央
防災会議 防災対策実⾏会議・熊本地震を踏ま
えた応急対策・⽣活⽀援策検討ワーキンググ
ループ）において、「被災者台帳に係るデータにつ
いて、各システム間で受渡しをする際の⼊出⼒
形式等の標準化などが進められるべきである。」とし
て、両標準仕様について紹介。

内閣府防災との連携

４．「地域情報プラットフォーム標準仕様」の拡張 （2）被災者支援と地域情報プラットフォーム標準仕様①
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 障害者や要介護者等の「避難⾏動要⽀援者名簿」は、地⽅公共団体において、通常年度当初に作成。
 障害者や要介護者については、介護認定や障害者⼿帳の情報等、必要に応じて⽉次等に更新。災害時等に備え、現⾏化しておく必要がある。

避難行動要支援者名簿

 避難⾏動要⽀援者名簿管理に係る地域情報プラットフォーム標準仕様は、介護や障害者福祉等の⾃治体基幹系システムとの情報連携を⾏うことで、効率的かつ
正確な避難⾏動要⽀援者名簿の管理（現⾏化）を可能とするためのルール。

 業務および関係団体間で発⽣する情報を整理し、インタフェース（情報の収集ルール・⽅法）を決めたもの。
 「避難⾏動要⽀援者名簿」をシステム化し、⾃治体基幹系システムともに地域情報プラットフォームに準拠することで、当該システムで扱っているデータを連携し、避難

⾏動要⽀援者名簿管理の効率化に寄与することが可能となる。

避難行動要支援者名簿管理

 被災者台帳は発災後に作られる名簿であるが、平時からデータとして住⺠基本台帳情報や介護⽀援等の情報を連携できる準備（訓練）をすることで、当該情報
について発災時の正確かつ最新の情報取得により発災後の効率的な運⽤が可能。

被災者台帳

 被災者台帳管理に係る地域情報プラットフォーム標準仕様は、「被災者台帳」の作成に当たって、住⺠基本台帳や、介護、障害者福祉等の⾃治体基幹系システムと
の情報連携を⾏うことで、効率的かつ正確な「被災者台帳」の作成・管理を可能とするためのルール。

 業務および関係団体間で発⽣する情報を整理し、インタフェース（情報の収集ルール、⽅法）を決めたもの。
 ⾃治体基幹系システムが、地域情報プラットフォームに準拠していれば、当該システムで扱っているデータを連携し、被災者台帳作成・管理の効率化に寄与することが

可能。 ※内閣府が進める被災者台帳の標準化との整合性も考慮。

被災者台帳管理

①｢避難行動要支援者名簿管理｣に係る標準仕様

②｢被災者台帳管理｣に係る標準仕様

【基幹系システムとの連携】
避難⾏動要⽀援者名簿管理ユニット及び被災者台帳管理ユニットは、共
に、住⺠基本台帳をはじめ、障害者福祉、介護保険等の情報を活⽤する。
また、被災者台帳の作成に、避難⾏動要⽀援者名簿のデータを活⽤するこ
とが考えられる。
このため、これら情報連携のデータ項⽬などの共通化を図る。

４．「地域情報プラットフォーム標準仕様」の拡張 （2）被災者支援と地域情報プラットフォーム標準仕様②
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 校務事務の効率化を⽬指すこととして、学校内や団体間（教育委員会・学校・⾃治体間、学校間等）における
データ連携に関する標準仕様を策定。

 学習者情報（指導要録等※１）及び学校保健情報（健康診断票等）について、⼩中学校版※２と⾼等
学校版※３の⼆つを策定。

【学習者情報】
学習者（⽣徒）の情報を、それぞれの学校内や団体間において、１個⼈単位でのデータ連携を可能とし、
教育⽀援活動の向上に寄与することが⽬的。

【学校保健情報】
学校が個々に保有する児童・⽣徒の保健情報を、それぞれの学校内や団体間において、１個⼈単位での
データ連携を可能とし、学校保健活動の向上に寄与することが ⽬的。

校務の情報化

※１ 指導要録等︓学籍、指導の過程及び結果の要約を記録し、その後の指導及び外部に対する証明等に
役⽴たせるための原簿となるもの。 学校教育法施⾏規則第24条第1項により、各学校の校⻑は
これを作成しなければならない旨が定められている。

※２ ⼩中学校版︓公⽴の⼩学校・中学校、⼩学校・中学校の特別⽀援学級、特別⽀援学校（⼩学部・中学
部）を対象とする。

※３ ⾼等学校版︓公⽴の⾼等学校、⾼等学校の特別⽀援学級、特別⽀援学校（⾼等部）を対象とする。

４．「地域情報プラットフォーム標準仕様」の拡張 （3）校務の情報化と地域情報プラットフォーム標準仕様
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 総務省は、(一財)全国地域情報化推進協会（APPLIC）と連携して自治体業務システムに
係る標準化の推進等を通じて、地域情報化を促進。

 APPLICにおいては、以下の委員会体制により、システムの標準化や自治体が取り組む
べき新たな課題に対応。

【APPLICの委員会活動】

ＩＣＴ利活用地域イノベーション委員会
（委員長：三友 仁志 早稲田大教授

副委員長：徳島県、千葉市、NTTコミュニケーションズ）

インフラ・プラットフォームＷＧ
（主査：森川 博之 東大教授）

ＩＣＴ利活用ＷＧ
（主査：後藤 玲子 茨城大教授）

地域課題の解決に向けたＩＣＴ利活用に
係る調査・検討・普及

標準推進委員会
（委員長：齊藤 忠夫 東大名誉教授

副委員長：北九州市、(株)日立製作所）

標準仕様ＷＧ
（主査：富士通）

教育・校務ＷＧ
（主査：NTT東日本）

ＧＩＳｰＷＧ
（主査：国際航業）

地域情報プラットフォーム標準仕様の
開発・保守・普及

【アドバイザー】
大山 永昭：東工大教授、柴崎 亮介：東大教授
須藤 修：東大教授、
藤村 裕一：鳴門教育大準教授
目黒 公郎：東大教授

【会員】
399（2020年6月24日現在）

【アドバイザー】
國領 二郎 ：慶応大常任理事
坂本世津夫：愛媛大教授、実積 寿也：中央大教授
庄司 昌彦 ：武蔵大学社会学部メディア社会学科教授
須田 裕之 ：筑波技術大学名誉教授
山本 隆一 ：MEDIS理事長

【会員】
439（2020年6月24日現在）

５．「地域情報プラットフォーム標準仕様」に関するＡＰＰＬＩＣ（（一財）全国地域情報化推進協会）の活動
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ア プ リ ッ ク

一般財団法人 全国地域情報化推進協会

（APPLIC：The Association for Promotion of Public Local Information and Communication）

 ⾃治体の情報システムの抜本的改⾰、地域における多数の情報システムをオープンに連携させる基盤(地域情報プラットフォーム
標準仕様)の開発・普及

 公共アプリケーション（防災、教育等）の整備促進
 ICT利活⽤による地域情報化の提案
 ⼈材育成（研修）、セミナー等の開催による地域情報化の普及促進

活動概要

組織

 会⻑・副会⻑・顧問（2020年６⽉１１⽇現在）
・会⻑ 東原 敏昭（(株)⽇⽴製作所 取締役 代表執⾏役 執⾏役社⻑兼CEO）
・副会⻑ 飯泉 嘉⾨（徳島県知事）
・副会⻑ ⼩林 充佳（⻄⽇本電信電話(株) 代表取締役社⻑）
・顧問 室井 照平（福島県会津若松市⻑）
・顧問 清⽔ 雅⽂（愛媛県愛南町⻑）
・顧問 國領 ⼆郎

（慶應義塾 常任理事、慶應義塾⼤学 総合政策学部 教授）

 評議員（2020年６⽉１１⽇現在）
11名

 事務局（2020年６⽉１１⽇現在）
事務局⻑ 松村 浩

他職員10名

 特別会員626︓地⽅公共団体等、学識経験者（会費なし。）
 普通会員 98︓法⼈、個⼈、協会等任意団体で、各種委員会に参加（１⼝50万円以上）
 賛助会員113︓法⼈、個⼈、協会等任意団体で、情報提供のみ（１⼝５万円以上）
 計837（2020年6⽉23⽇現在）

会員

 収⼊︓約1.5億円（会費収⼊︓0.7億円、事業収益等︓0.8億円）
 ⽀出︓約1.4億円（事業費（委員会活動等）︓1.1億円、管理費（給料⼿当、賃貸料等）︓0.3億円）

経常収支（2020年度見込み）

 理事・監事（2020年６⽉１１⽇現在）
理事⻑（⾮常勤） 利根川 ⼀

他理事（常勤１名、⾮常勤13名)
監事（⾮常勤）２名

５．（参考）



26
６．「地域情報プラットフォーム標準仕様」と「自治体クラウド」 （１）地方公共団体情報システムに関する経緯と現状

○政府は、市区町村の基幹系業務（※）システムに
ついて、複数団体共同で外部のデータセンターで
管理・運用する取組（「自治体クラウド」）を推進

※住民基本台帳、税務、国民健康保険、国民年金、福祉

２．政府が推進する取組

○地方公共団体は、電子自治体の取組みを進める
に当たり、個別に情報システムを開発・調達して
きた。

○同様の業務であっても、地方公共団体によりその
処理方法（業務フロー）に差異があり （例：都度

オンライン処理を行うor夜間にバッチ処理を行う）、独自仕様
の情報システム（大型汎用機（メインフレーム）
等）を庁舎内に設置。

○近年は、既製品のパッケージソフトも普及しつつあるが、
各地方公共団体は従来の業務フローにあわせた
カスタマイズを加える傾向にある。

１．地方公共団体におけるこれまでの取組

○ 情報システムの運用コストが３割程度削減可能

○ 集中監視により情報セキュリティ水準が向上

○ 庁舎が被災しても業務継続が可能

○ 参加団体間で業務が共通化・標準化

⾃治体クラウド導⼊により削減された費⽤や
⼈的資源を他の分野で有効活⽤し、質の⾼い
住⺠サービスを提供可能となる。

自治体クラウド導入の効果

クラウド化



27６．「地域情報プラットフォーム標準仕様」と「自治体クラウド」 （２）クラウド導入市区町村数の推移

① 「経済・財政再生計画改革工程表」（平成27年12月24日経済財政諮問会議取りまとめ）における、「550団体を平
成29年度末 までに倍増（約1,000団体）する」との目標を達成。

② 「世界最先端デジタル国家創造宣言」（平成30年6月15日閣議決定）において、「2023年度末までにクラウド導入
団体を 約1,600団体、自治体クラウド導入団体を約1,100団体にする」との目標を設定。

H26.4月 H27.4月 H28.4月 H29.4月 H30.4月 H31.4月 R5年度末

約1000団体 単独クラウド

自治体
クラウド

550団体

728団体

842団体

1,060団体
950団体

328団体
57グループ

293団体
56グループ

211団体
45グループ

357団体
59グループ

407団体
70グループ

約1600団体

約1100団体

①

②

1,182団体

497団体
82グループ



28６．「地域情報プラットフォーム標準仕様」と「自治体クラウド」 （３）各都道府県毎のクラウド導入状況

クラウドを導入している域内市区町村の割合
（平成31年4月1日現在）
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 ⾃治体クラウドの推進に当たっても、地域情報プラットフォーム標準仕様は有効。
地域情報プラットフォーム標準仕様は、異なるベンダーによる業務システム間の連携をスムーズに⾏うための約束ごと。
中⼩規模の⾃治体（⼈⼝規模30万⼈未満）においては、複数業務を⼀つにまとめたall in one PKGを利⽤してい

る場合がある。同PKGで提供されている業務同⼠の情報連携においては、地域情報プラットフォーム標準仕様がなくて
も運⽤可能。

中⼩規模の⾃治体は、⼤規模⾃治体と⽐較してall in one PKG利⽤が多く、⾃治体クラウドが進みやすい、 との話が
あるが、all in one PKGとしてまとめてクラウド化しやすいことによる。⼀⽅、規模の⼤きい⾃治体は業務ごとにシステムがあ
るため、クラウド化は段階的。

 ただし、中⼩規模の⾃治体であっても、全ての業務を⼀つのall in one PKGで対応していることは
ない。例えば、①国保・年⾦・税がone PKGだとしても、②住基は別ベンダーの別システムといった場
合は、①と②の情報連携が必要であり、その際、①と②がともに地域情報プラットフォーム標準仕様に
準拠していれば情報連携はスムーズ。

 つまり、業務システムの置き場所がクラウドであってもオンプレミスであっても、またクラウドの場合、単独
クラウドであっても共同クラウドであっても、異なるベンダーによる業務システム間の情報連携が発⽣する
場合、地域情報プラットフォーム標準仕様を活⽤することにより、スムーズな情報連携が可能。

※全ての⾃治体が、単⼀ベンダーによる、全ての業務を網羅したall in one PKGを利⽤すれば地域情報プラット
フォーム標準仕様は不要だが現実的にはありえない。

※クラウドについていえば、
①住基と税のonePKGはH社のクラウドシステムを、A市とB市が共同利⽤
②国保と年⾦のonePKGはN社のクラウドシステムを、A市とC市が共同利⽤

といった場合、A市については、①と②の情報連携が、B市とC市も①と⾃庁（⼜は別のクラウド）、②と⾃庁
（⼜は別のクラウド）との情報連携は発⽣することから、地域情報プラットフォームは必要。

６．「地域情報プラットフォーム標準仕様」と「自治体クラウド」(4)「地域情報プラットフォーム標準仕様」と｢自治体クラウド｣①
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 ⾃治体クラウドは、⾃治体側からすれば、①共同利⽤によるITコスト低減、および②団体間サービス
連携の実現による住⺠サービス向上の２点が、とくにメリット。
①の実現のためには、各⾃治体の現⾏業務の運⽤の⾒直し＆改善（BPR）を⾏い、⾃治体

クラウドへ参加する各⾃治体が共通的に利⽤できる効率的な業務サービス（システム）を確⽴する
必要があるが、地域情報プラットフォーム標準仕様という公の共通仕様をベースに整理をしておく
ことで、クラウド化（＝業務の共通化）が⾮常に進め易くなるというメリットがある。
②については、⾃治体同⼠の間（つまり、⾃治体クラウド同⼠の間）、国と⾃治体の間（つまり、国

と⾃治体クラウドの間）、および⺠間と⾃治体の間（つまり、⺠間機関と⾃治体クラウドの間）に
おける各種業務サービス連携（インタフェース）を標準化しておき、各⾃治体クラウドや関連団体
がそれを実装することで、実現につながる。このような。団体間のサービス連携に関する公の標準
仕様（約束事）として、地域情報プラットフォーム標準仕様を策定。

 地域情報プラットフォーム標準仕様は、⾃治体内部、および⾃治体と外部団体間の各業務サービス
連携に必要となる技術・業務⾯における論理的な約束事であるので、⾃治体クラウドのような業務
サービス利⽤形態においても等しく活⽤可能。⾃治体クラウドにおいても、⾃治体の各業務サービス間
のデータ連携が必要となる点は、各⾃治体内部にて業務システムを運⽤する場合と基本的に変わりがな
く、そこへ地域情報プラットフォーム標準仕様が活⽤可能。また、外部団体同⼠（⾃治体間、⾃治体と
国の間、⾃治体と⺠間機関の間等）の業務サービス連携については、各⾃治体クラウドと外部団体との
間の連携という形態になり、地域情報プラットフォーム標準仕様のような全国⼀律の標準仕様を、各⾃
治体クラウドを含めた外部団体間にて活⽤することが必要となる。⾃治体クラウドと地域情報プラット
フォーム標準仕様の関係は、たとえて⾔うならば、⾃治体クラウドは業務サービス利⽤を実現するための
⼀つの器の形であり、地域情報プラットフォーム標準仕様はその中⾝の⼀部であるとも⾔える。

６．「地域情報プラットフォーム標準仕様」と「自治体クラウド」(4)「地域情報プラットフォーム標準仕様」と｢自治体クラウド｣②
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１．対象自治体：奈良県内の２市５町※ （人口約２３万人） ※香芝市、葛城市、川西町、田原本町、上牧町、広陵町、河合町

２．対象業務、導入時期：住民情報系、税務、国保、年金、福祉医療系、介護などの２２業務ユニットについて、平成２３年度から２５年度にかけて

順次導入予定

３．システムの方式：ノンカスタマイズのアプリケーションパッケージ利用

４．データセンター：ＮＥＣデータセンターでの集中運用 ※通信回線はＬＧ－ＷＡＮ利用
５．効果

(1) サービス向上効果：システム保守関係職員のリソースを住民向けサービスに積極的にシフト 等

(2) 業務改革支援効果
① 財源創出効果：平均５０％のコスト削減見込み（汎用機利用の団体で６９％、オープン化していた団体でも３１％の削減）

② 定数創出効果：各町村には原則としてシステム開発・運用要員は不要。

(3) その他：制度改正等への一括対応やＢＣ（事業継続）／ＤＲ（災害対策）の構築

奈良県基幹システム共同化検討会の事例

出典：奈良県河合町総務課、ＮＥＣ

１．対象自治体：神奈川県内の全町村（１４町村※ 人口約３０万人）

※葉山町、寒川町、大磯町、二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町、愛川町、清川村

２．対象業務、導入時期：住民記録、住民税、国保資格、財務会計等の４６業務（印刷、配送業務を含む）

３．システムの方式：フルパッケージ（ノンカスタマイズ）のマルチテナント対応により、他の自治体の単独追加参加も可能

４．データセンター：湘南データセンター（日立 神奈川県中井町）、ＮＥＣデータセンター※通信回線は広域イーサネット活用

（ネットワークの集中監視を含む）
５．効果

(1) サービス向上効果：総合窓口対応機能・業務フローサポート機能 等

(2) 業務改革支援効果
① 財源創出効果：４３％のコスト削減（各団体▲６０％～▲３０％、運用要員の人件費は含まない）※データ移行コストは含まない。サーバ等
は保有しない。

② 定数創出効果：各町村には原則としてシステム開発・運用要員は不要。

(3) 今後の拡張性の確保：制度改正等へは一括対応。

神奈川県町村情報システム共同化推進協議会の事例

出典：総務省資料をもとに一部修正

６．「地域情報プラットフォーム標準仕様」と「自治体クラウド」 （5）地域情報プラットフォーム標準仕様準拠の自治体クラウドの導入状況と事例
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○ 近年、スマートフォンやIoTの普及により、様々なデータがビッグデータとして蓄積されつつあり、その流通を促進し「データ」の積極活⽤
を社会全体に拡げることで、社会課題の解決が図られる可能性が⾼まっています。

○ また、今後、社会基盤として活⽤が期待されるAIの推進に
当たって、AIに投⼊する「データ」を質・量ともに向上・増⼤させて
流通させることが、必要です。

○ さらに、超少⼦⾼齢社会を迎え様々な課題を抱える我が国では、
勘と経験ではなく、様々な「データ」に基づき政策を進めることが
必要です。

○ このような「データ」の重要性の⾼まりを踏まえ、「官⺠データ活⽤
推進基本法」が制定されました。

官⺠データ活⽤推進基本法が施⾏されました

<官⺠データ活⽤推進基本法の制定経過>
平成28年

11⽉25⽇ 衆議院内閣委員会 賛成多数をもって、起草案を
成案とし、委員会提案の法
律案とすることを決定

29⽇ 衆議院本会議 賛成多数をもって可決
12⽉ 6⽇ 参議院内閣委員会 賛成多数をもって可決

7⽇ 衆議院本会議 賛成多数をもって可決
14⽇ 官報公布・施⾏

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （１）官民データ活用推進基本法
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インターネットその他の⾼度情報通信ネットワークを通じて流通する多様かつ⼤量の情報を活⽤することにより、急速な少⼦⾼齢化の進展への対応等の我が国が
直⾯する課題の解決に資する環境をより⼀層整備することが重要であることに鑑み、官⺠データの適正かつ効果的な活⽤（「官⺠データ活⽤」という。）の推進に関し、基本
理念を定め、国等の責務を明らかにし、並びに官⺠データ活⽤推進基本計画の策定その他施策の基本となる事項を定めるとともに、官⺠データ活⽤推進戦略会議を設置
することにより、官⺠データ活⽤の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって国⺠が安全で安⼼して暮らせる社会及び快適な⽣活環境の実現に寄与する。
（1条）

 「官⺠データ」とは、電磁的記録（※1）に記録された情報（※2）であって、国若し
くは地⽅公共団体⼜は独⽴⾏政法⼈若しくはその他の事業者により、その事務⼜
は事業の遂⾏に当たり管理され、利⽤され、⼜は提供されるものをいう。（2条）
※1 電⼦的⽅式、磁気的⽅式その他⼈の知覚によっては認識することができない⽅式で作られ

る記録をいう。
※2 国の安全を損ない、公の秩序の維持を妨げ、⼜は公衆の安全の保護に⽀障を来すことにな

るおそれがあるものを除く。

第１章 総則

基本理念
①IT基本法等による施策と相まって、情報の円滑な流通の確保を図る（3条1項）
②⾃⽴的で個性豊かな地域社会の形成、新事業の創出、国際競争⼒の強化

等を図り、活⼒ある⽇本社会の実現に寄与（3条2項）
③官⺠データ活⽤により得られた情報を根拠とする施策の企画及び⽴案により、

効果的かつ効率的な⾏政の推進に資する（3条3項）
④官⺠データ活⽤の推進に当たって、

・安全性及び信頼性の確保、国⺠の権利利益、国の安全等が害されない
ようにすること（3条4項）

・国⺠の利便性の向上に資する分野及び当該分野以外の⾏政分野での
情報通信技術の更なる活⽤（3条5項）

・国⺠の権利利益を保護しつつ、官⺠データの適正な活⽤を図るための
基盤整備（3条6項）

・多様な主体の連携を確保するため、規格の整備、互換性の確保等の
基盤整備（3条7項）

・AI、IoT、クラウド等の先端技術の活⽤（3条8項）

政府による官⺠データ活⽤推進基本計画の策定（8条）
都道府県による都道府県官⺠データ活⽤推進計画の策定（9条1項）
市町村による市町村官⺠データ活⽤推進計画の策定（努⼒義務）（9条3項）

情報利用開発等事業者
 IT戦略本部の下に官⺠データ活⽤推進戦略会議を設置（20条）
官⺠データ活⽤推進戦略会議の組織（議⻑は内閣総理⼤⾂）（22、23条）
計画の案の策定及び計画に基づく施策の実施等に関する体制の整備（議⻑による

重点分野の指定、関係⾏政機関の⻑に対する勧告等）（20条〜28条）
地⽅公共団体への協⼒（27条）

⾏政⼿続に係るオンライン利⽤の原則化・⺠間事業者等の⼿続に係るオンライン利⽤
の促進（10条）

国・地⽅公共団体・事業者による⾃ら保有する官⺠データの活⽤の推進等、関連
する制度の⾒直し（コンテンツ流通円滑化を含む）（11条）

官⺠データの円滑な流通を促進するため、データ流通における個⼈の関与の仕組みの
構築等（12条）

地理的な制約、年齢その他の要因に基づく情報通信技術の利⽤機会⼜は活⽤に
係る格差の是正（14条）

情報システムに係る規格の整備、互換性の確保、業務の⾒直し、官⺠の情報
システムの連携を図るための基盤の整備（サービスプラットフォーム）（15条）

国及び地⽅公共団体の施策の整合性の確保（19条）
 その他、マイナンバーカードの利⽤（13条）、研究開発の推進等（16条）、⼈材の

育成及び確保（17条）、教育及び学習振興、普及啓発等（18条）

第４章 官⺠データ活⽤推進戦略会議

第２章 官⺠データ活⽤推進基本計画等

第３章 基本的施策

 国、地⽅公共団体及び事業者の責務（4条〜6条）
 法制上の措置等（7条）

⽬的

施⾏期⽇は公布⽇（附則1項）
本法の円滑な施⾏に資するための、国による地⽅公共団体に対する協⼒（附則2項）

附則

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （２）官民データ活用推進基本法の概要
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⃝ 国におけるこれまでの⾏政情報システム改⾰・業務改⾰の取組を更に徹底するとともに、その成果を全国に横展開することにより、地⽅
公共団体における改⾰の推進を⽀援。削減されたコストや投⼊されていた⼈的資源を地⽅公共団体の他の公共サービス（例えば、⾏政
窓⼝サービス等）の質の向上やセキュリティ対策強化等に活⽤。

⃝ 国や地⽅公共団体の業務システムにおいて共通的に導⼊できる規格の策定（地域情報プラットフォーム等）、導⼊促進。
⃝ 情報システムの導⼊に当たっては、⽂字情報基盤や共通語彙基盤等の情報連携基盤に準拠することにより、相互運⽤性の確保と情報の

オープン化を推進。
⃝ Webサイト等における⾏政情報の発信や、情報システムの導⼊の際に、積極的にＡＰＩを整備することにより、⺠間事業者等による

再利⽤を促進。
⃝ 紙媒体で保存・運⽤されている基盤となる⾏政情報（各種台帳等）について、デジタルデータ化を推進。
⃝ ⾃治体クラウド導⼊と⾃治体間連携の実施（例︓沿岸部と内陸部に⽴地する遠隔地の⾃治体でグループを形成し、災害時に相互連携）に

より、災害に強い情報基盤の構築や、情報セキュリティ⽔準の向上を実現。
⃝ ⾃治体クラウドの導⼊に当たって、業務を⾒直すことで、ノンカスタマイズにより対応し、コストを削減。
⃝ システム共同利⽤により、ベンダー交渉の窓⼝を⼀本化し、交渉⼒の強化や担当者の作業負担を軽減。 等

官⺠データ活⽤推進基本法第15条１項の具体的な施策の例

地域情報プラットフォームにおいては、どの業務システムに、どのようなデータがあるかが整理されているため、今後、官⺠データ連携の検討に当たり、地⽅
公共団体とのデータ連携に当たっては、地域情報プラットフォームをベースにすることで、効率的な議論が可能。

個人住民税情報 市区町村民税額、合計所得額、扶養人数 etc.

国民健康保険情報 国保記号番号、資格区分 etc.

障害者福祉情報 各種手帳情報、身体障害者療護施設入退所情報 etc.

後期高齢者被保険者情報 被保険者番号、被保険者資格取得事由 etc.

介護保険資格-高額給付情報 被保険者番号、要介護状態区分、高額給付情報 etc.

児童手当情報 要件児童数、児童数3歳未満、児童数3歳以上小学校修了前 etc.

生活保護情報 生保受給開始年月日、生活保護救護施設入退所情報 etc.

乳幼児医療情報 受給者証番号、乳幼児医療申請事由、資格区分、認定情報 etc.

ひとり親医療情報 受給者証番号、ひとり親医療申請事由、認定情報 etc.

児童扶養手当情報 資格区分 etc.

児童生徒健康診断票情報 発達測定、視力、張力、心臓 etc.

（例）

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （３）地域情報プラットフォーム標準仕様と官民データ連携
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No. 7-07
 施策名︓地域情報プラットフォームの拡充・普及
 KPI（進捗）︓システムの調達実績のある地⽅公共団体における仕様書への記載率
 KPI（効果）︓地⽅公共団体における準拠製品の導⼊率
 課題・取組概要（スケジュール・効果）︓

- 地域情報プラットフォーム標準仕様準拠製品を導⼊することで、ベンダーロックインの解消が可能となり、業務ごとの最適な製品の選定、コスト削減及び業
務の利便性向上に寄与するため、地⽅公共団体への導⼊促進が必要。

- 令和２年度も引き続き各種セミナー等を通じて地⽅公共団体に対して周知広報し、導⼊率、利⽤率の向上を図るとともに、今後作成される⾃治体情報
システムの標準仕様書を踏まえ、データ連携標準の⾒直しについて必要な⽀援を⾏う。

- これにより、地⽅公共団体における地域情報プラットフォームに準拠した製品の導⼊を推進。
・第3章基本的施策の条︓第15条１項及び２項に主に該当

地域情報プラットフォーム標準仕様

本計画の別表には、｢地域情報プラットフォーム｣について以下の
とおり記載。

（参考）
官⺠データ活⽤推進基本法（平成28年法律第103号）（抜粋）
（情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等）

第15条 国及び地⽅公共団体は、官⺠データ活⽤に資するため、相互に連携して、⾃らの情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保、業務の⾒
直しその他の必要な措置を講ずるものとする。

２ 国は、多様な分野における横断的な官⺠データ活⽤による新たなサービスの開発等に資するため、国、地⽅公共団体及び事業者の情報システムの相互
の連携を確保するための基盤の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （４）世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画

令和２年７⽉17⽇に、官⺠データ活⽤推進基本法（平成28年法律第103号）第８条第８項の規定に基づき、全ての国⺠がデ
ジタル技術とデータ利活⽤の恩恵を享受するとともに、安全で安⼼な暮らしや豊かさを実感できるデジタル社会の実現に向けた、政府全体
のデジタル政策を取りまとめた｢世界最先端デジタル国家創造宣⾔・官⺠データ活⽤推進基本計画｣が閣議決定。

本⽂書は、本⽂・別表（各府省庁等の施策と官⺠データ活⽤推進基本法 第3章（基本的施策）の各条との関係を⽰した
もの）・⽤語集によって構成され、官⺠データ活⽤の推進に関する施策についての基本的な⽅針、国の⾏政機関における官⺠データ
活⽤に関する事項、官⺠データ活⽤に関し政府が重点的に講ずべき施策等について記載。



36

平成29年10⽉10⽇に、官⺠データ活⽤推進基本法（平成28年法律第103号）第９条の規定に基づき、地⽅の官⺠データ活⽤
推進計画策定に資するため、内閣官房IT総合戦略室より｢地⽅の官⺠データ活⽤推進計画策定の⼿引｣が公表。
地⽅の官⺠データ活⽤推進計画策定の⼿引は、都道府県官⺠データ活⽤推進計画策定の⼿引、市町村官⺠データ活⽤推進計画

策定の⼿引、事例集、⽤語集にて構成され、地⽅公共団体が地⽅の官⺠データ活⽤推進計画を策定する際の指針となるもの。

Ⅱ 市町村官⺠データ活⽤推進計画の雛型
５. 官⺠データ活⽤の推進に関する施策の基本的な⽅針
(5) 情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組（標準化、デジタル化、システム改⾰、BPR）
⾏政サービスの利便性の向上や⾏政運営の効率化を図るため、総合的なデジタル化、業務の⾒直し（BPR）や情報システムの改⾰を推進する。具体的には、

情報システムについては、クラウド化などの共⽤化を促進することで、情報システムの運⽤経費削減、セキュリティ⽔準の向上、災害時における業務継続性の確保
を図る。また、○○市内における各種データの標準化（共通語彙基盤、⽂字情報基盤、地域情報プラットフォーム標準仕様、中間標準レイアウト仕様への準
拠等）を図り、官⺠でのデータ流通を促進することで、⺠間の活⼒を活⽤した地域課題の解決に繋げる。

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （５）市町村官民データ活用推進計画①

（参考）
官⺠データ活⽤推進基本法（平成28年法律第103号）（抜粋）
（都道府県官⺠データ活⽤推進計画等）

第９条 都道府県は、官⺠データ活⽤推進基本計画に即して、当該都道府県の区域における官⺠データ活⽤の推進に関する施策についての基本的な計画（以下
この条において「都道府県官⺠データ活⽤推進計画」という。）を定めなければならない。

２ 都道府県官⺠データ活⽤推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
⼀ 都道府県の区域における官⺠データ活⽤の推進に関する施策についての基本的な⽅針
⼆ 都道府県の区域における官⺠データ活⽤の推進に関する事項
三 前⼆号に掲げるもののほか、都道府県の区域における官⺠データ活⽤の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するために必要な事項

３ 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、官⺠データ活⽤推進基本計画に即し、かつ、都道府県官⺠データ活⽤推進計画を勘案して、当該市
町村の区域における官⺠データ活⽤の推進に関する施策についての基本的な計画（次項において「市町村官⺠データ活⽤推進計画」という。）を定めるよう努め
るものとする。

４ 都道府県⼜は市町村は、都道府県官⺠データ活⽤推進計画⼜は市町村官⺠データ活⽤推進計画を定め、⼜は変更したときは、遅滞なく、これをインターネット
の利⽤その他適切な⽅法により公表しなければならない。

市町村官民データ活用推進計画策定の手引（令和元年10月11日改訂）
「都道府県官⺠データ活⽤推進計画策定の⼿引」においても同様の記載あり。
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Ⅱ市町村官⺠データ活⽤推進計画の雛型
６.官⺠データ活⽤の推進に係る個別施策

5.情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等に係る取組（標準化、デジタル化、システム改⾰・BPR）

◎地域情報プラットフォーム標準仕様の導⼊
地域情報プラットフォーム標準仕様は、様々な業務システム間の情報連携を可能とする標準仕様であり、各システムが保有する情報を整理するとともにシステム間で流通す

るデータを整理している。さらに情報連携のためのAPIも規定しており、80％を超える⾃治体において何らかの準拠製品が導⼊されている（平成29年４⽉１⽇現在）。
今後、整備する業務システムやデータ活⽤計画等の策定においては、他のシステムとの情報連携や、データの⼆次利⽤を促進するため、インターオペラビリティ（相互運⽤

性）を意識した設計を⾏うことを原則とする。具体的には、業務システムの整備に当たっては、同標準仕様に準拠することと、データ活⽤計画策定におけるデータの現状把握
に当たっては、同標準仕様を利⽤することとする。従って、同標準仕様未準拠の場合、⾃治体のクラウド化等の業務システム更改における調達仕様書において同標準仕様
準拠を調達要件とする旨を記載する。
業務システムの整備に当たっては、地域情報プラットフォームに準拠することで円滑な情報連携が可能となる。更に、情報連携を理由とするベンダーロックインの回避、同回

避による最適な製品の選定やシステムコストの削減、また、システム間の情報連携による業務の利便性の向上も可能となる。
官⺠データ活⽤の推進に当たっては、庁内保有データの洗出し及び業務システム間でのデータ流通状況の確認等、データの現状把握が必要となる。現状把握においては、

外部と連携しデータの⼆次利⽤を促進するため、外部システムとのインターオペラビリティを意識した分析を原則とする。そのため、既に⼀定程度普及している標準仕様を活⽤
することとして、基幹系業務システムの分析に当たっては地域情報プラットフォーム標準仕様を利⽤する。未準拠の業務システムについては、次期システム更改において、調達
要件として地域情報プラットフォーム標準仕様に準拠していることを必須とする旨を仕様書に記載する。

＜KPI＞
 地域情報プラットフォーム標準仕様の仕様書への記載率（調達仕様書に記載した業務数／地域情報プラットフォーム標準仕様で定義されている業務数（現在の業務

数26））
 同準拠製品の導⼊率（地域情報プラットフォーム準拠製品利⽤数／地域情報プラットフォーム標準仕様で定義されている業務数（現在の業務数26））

＜スケジュール＞
 システム更新時において随時、地域情報プラットフォーム標準仕様準拠を調達要件とする旨を仕様書に記載するとともに、準拠製品を導⼊する。

【対応する国の施策】
 地域情報プラットフォームの普及・推進
- 地域情報プラットフォームについて、運⽤効率の改善を含めた導⼊効果の検討が必要。
- 地⽅公共団体内のシステム間のデータ連携項⽬の標準を定めている「地域情報プラットフォーム」を⾒直し、カスタマイズの原因となっているデータ項⽬の洗い出しや追加
等を⾏う。

- これにより、地⽅公共団体における地域情報プラットフォームに準拠した製品の導⼊を進め、運⽤効率の改善を推進。

地域情報プラットフォーム

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （５）市町村官民データ活用推進計画②

（令和元年10⽉11⽇改訂）



38

Ⅲ 市町村の施策に関する国の施策⼀覧
No.52
 施策名︓地域情報プラットフォームの拡充・普及
 KPI（進捗）︓システムの調達実績のある地⽅公共団体における仕様書への記載率
 KPI（効果）︓地⽅公共団体における準拠製品の導⼊率
 スケジュール・効果︓

- 地域情報プラットフォームについて、運⽤効率の改善を含めた導⼊効果の検討が必要。
- 地⽅公共団体内のシステム間のデータ連携項⽬の標準を定めている「地域情報プラットフォーム」を⾒直し、カスタマイズの原因となっ
ているデータ項⽬の洗い出しや追加等を⾏う。

- これにより、地⽅公共団体における地域情報プラットフォームに準拠した製品の導⼊を進め、運⽤効率の改善を推進。
 対応する柱︓情報システムに係る規格の整備及び互換性の確保等
 市町村官⺠データ活⽤推進計画掲載時期︓平成29年度から
 市町村の取組により期待される効果︓⾏政の効率化・コスト削減
 市町村等への⽀援策︓
地域情報プラットフォームの認知度・普及率向上のため、地域情報プラットフォーム標準仕様書の公開・運⽤を⾏っている⼀般財団法⼈

全国地域情報化推進協会（APPLIC）と連携し、以下の⽀援を実施
・ 各種セミナー等の実施
・ ⺠間有識者等から構成されるアドバイザーの派遣
・ 運⽤コスト等の削減効果の検討
 参考URL︓
（「地域情報プラットフォーム」の普及促進） https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/platform.html
（⼀般財団法⼈全国地域情報化推進協会）https://www.applic.or.jp/
 国の施策番号︓ 07-20
 府省庁名︓ ◎総務省

地域情報プラットフォーム

７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 （５）市町村官民データ活用推進計画③
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７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 (6)成長戦略実行計画

成⻑戦略実⾏計画（令和２年度⾰新的事業活動に関する実⾏計画）（令和２年７⽉17⽇閣議
決定）（抜粋）

Ⅰ.Society5.0の実現
６．個別分野の取組
ⅲ）スマート公共サービス
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７. 「地域情報プラットフォーム標準仕様」と各種政府戦略 (7)デジタル・ガバメント実行計画及び総務省デジタル・ガバメント中長期計画

IV.価値を生み出すITガバナンス (６)デジタル・ガバメントの推進に係るその他の取組

4)地方公共団体における地域情報プラットフォーム準拠製品の導入及び中間標準レイアウトの利用の推進

地方公共団体において地域情報プラットフォーム標準仕様準拠製品を導入することで、ベンダーロックインの解消が可能とな
り、業務ごとの最適な製品の選定、費用削減及び業務の利便性向上に寄与する。同様に地方公共団体における業務システム
更改時に中間標準レイアウト仕様を利用することで、ベンダーロックインの解消が可能となり、将来的なデータ移行費の削減に
寄与する。

総務省は、両仕様について各種セミナー等を通じて地方公共団体に対して周知広報し、導入率・利用率の向上を図るととも
に、自治体システムのデータ連携の標準に係る現状の課題と今後の方針について検討を行う。

KPI：地方公共団体における準拠製品の導入率（地域情報プラットフォーム）
KPI：地方公共団体における利用率（中間標準レイアウト）

総務省デジタル・ガバメント中⻑期計画 （令和2年3⽉31⽇改定）（抜粋）

11地方公共団体におけるデジタル・ガバメントの推進
11.2 地方公共団体における情報システム等の共同利用の推進

（3）地方公共団体における地域情報プラットフォーム準拠製品の導入及び中間標準レイアウトの利用の推進（◎総務省）

地方公共団体において地域情報プラットフォーム標準仕様準拠製品を導入することで、ベンダーロックインの解消が可能とな
り、業務ごとの最適な製品の選定、費用削減及び業務の利便性向上に寄与する。同様に地方公共団体における業務システム
更改時に中間標準レイアウト仕様を利用することで、ベンダーロックインの解消が可能となり、将来的なデータ移行費の削減に
寄与する。

総務省は、両仕様について各種セミナー等を通じて地方公共団体に対して周知広報し、導入率・利用率の向上を図るととも
に、自治体システムのデータ連携の標準に係る現状の課題と今後の方針について検討を行う。

KPI：地方公共団体における準拠製品の導入率（地域情報プラットフォーム）
KPI：地方公共団体における利用率（中間標準レイアウト）

デジタル・ガバメント実⾏計画 （令和元年12⽉20⽇ 閣議決定）（抜粋）


